（別紙）

                                              ２０１１年１１月　　　日

　　　　　　　　　　　様

                                            公務員連絡会地方公務員部会

                                               議 長　　岡　﨑　　徹

地方財政確立等に関する申入れ
　貴職の地方自治確立、地方公務員の賃金・労働条件改善に向けたご努力に敬意を表します。

　わが国は今、東日本大震災からの復旧・復興、福島第一原発事故の早期収束や除染対策への対応など、極めて深刻な事態に直面しています。さらに、現在の歴史的な円高は、産業の空洞化を引き起こし、経済活力や雇用を失わせ、確実に地方の力を削いでいます。

　三位一体改革において、税源移譲額を上回る補助金カットが行われ、さらに交付税の大幅減額に直面したことにより、地方は職員給与の独自削減や定員削減を行うなどの大変な努力を重ね、地方財政危機を乗り越えてきました。私どもは、給与の独自削減などについて、厳しい地方財政の現状を踏まえ真摯に対応するとともに、定員が削減される中にあっても公共サービスの質の低下を招かないために、懸命な努力を続けてきました。

　来年度予算編成においては、地域の主体性を生かし、迅速に復旧・復興が進むよう、十分な財政措置が行われる必要があります。さらに、地方において雇用確保や地域経済対策などを展開し、かつ、社会保障関係費の経費増に対応するための地方の一般財源確保、地域間格差の是正に向け、地方交付税の総額確保など地方が必要とする財源の確保に向けて、下記事項の実現にご尽力を頂きますようお願いします。

                                    記

１．地方財政計画の策定については、自治体との十分な協議のもとに、少子・高齢化対策、地域医療確保、環境保全など地域の行政需要を的確に反映させ、地域公共サービスの実態に見合った財源保障を実現するため、少なくとも地方の一般財源について、実質的に今年度の地方財政計画の水準を下回らないようにすること。また、恒常的な財源不足にもかかわらず長年据え置かれてきた地方交付税の法定率を引き上げること。

２．東日本大震災の復旧・復興事業に係る地方負担分は、被災自治体の状況を勘案して通常の歳入歳出とは別枠とし、地方交付税の加算等により地方財源を確実に確保すること。

３．国の財源確保のための国家公務員の給与減額措置に準ずる形での地方公務員の給与引下げを前提とした地方交付税や義務教育費国庫負担金の削減等は、行わないこと。

４．自治体財政健全化法の運用については、国の関与は最小限に止め、自治体の自主的・主体的な財政健全化に向けて一層の支援を行うこと。

５．医療・福祉・介護、教育、環境などの公共サービスの水準を維持・向上させるため、地方公務員の総人件費(定数・給与)の十分な確保を行うこと。

６．「税と社会保障の一体改革」にあたっては、地方が社会保障制度において果たしている大きな役割を踏まえ、偏在性の少ない地方消費税の充実など地方単独事業を含めて社会保障サービスを持続的に提供できるような制度とすること。
